
 

女性活躍推進法及び 
次世代育成支援対策推進法に基づく認定企業に認定通知書を交付 

 

 
「女性の活躍推進企業」として（医）和光会 、「子育てサポート企業」と

してたんぽぽ薬局(株)、東清`（株）、平和メディク（株） が認定されまし

た。 
平成２９年１２月７日（木）岐阜労働局において、認定通知書交付式を行

いました。 
 

                                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※写真左から 

（医）和光会 和泉部長、 稲原労働局長、 たんぽぽ薬局(株) 柴山人事本部長、 東清`（株）吉村社長、 

 

～認定通知書交付式後、意見交換を行いました～ 

（医）和光会では、介護の人手不足の問題について、いかに職員が効率よく働けるかあ

らゆる方向から可能性を探っており、ＩＣＴ化、ＡＩの導入を計画しています。また、

留学生を受け入れたり、障害者、高齢者の方々がそれぞれの能力を活かして働いてもら

おうと業務の類型化を行っています。さらに専門研修センターを開設し、地域の方も参

加可能な講座を開講し、地域の人々と共に安心安全な町づくりに取り組まれています。 

たんぽぽ薬局(株)では患者さんへの薬の情報提供や残薬確認等、薬局に求められる役

割が増え、薬と向き合う時間より、人と向き合う時間が増加傾向にあるそうで、今後は

ＩＴ化を進めて薬に対する時間を減らし、人に対する時間を増やしていきたいとのこと



でした。同社は昨年度、えるぼし認定を受けており、くるみん認定は今回６回目となり

ます。これらの認定に向けた取組が人材の確保に繋がっているようです。 

(株) 東清`は生活廃棄物処理、下水・浄化槽の管理を行っています。現場に女性労働

者が少ないのが現状で、女性が働きやすい環境づくりを課題としています。男性の多い

職場で女性が働く上での問題点は何か、困っていることはないか社員に聞きながら、取

組を進めているそうです。試行錯誤しているうちに「働きやすさは、ささやかなほんの

少しの心遣いから」ということがわかってきたそうで、今後も色々な面でアンテナを張

り、女性の活躍に積極的に取り組んでいくとのことでした。 

また、行政に対し、生産性向上に係る設備導入や在職者の研修、外国人労働者の日本

語教育に対する支援、働きやすい職場環境作りに向けてのコンサルタント派遣等、様々

な要望が上げられました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



えるぼし認定企業 

★女性の活躍推進に関する実施状況 

医療法人 和光会 常時雇用する労働者数 ８５８名  医療・介護業        

５つの評価項目の基準を全て満たしており、えるぼし（星３つ）に認定しました。     

評価 
項目 

基準 実績 

① 

採
用 

男女別の採用における競争倍率が同等程度 

（女性の競争倍率×0.8＜男性の競争倍率） 

※雇用管理区分ごとに算出 
※競争倍率は 直近の３事業年度の平均値の（応募者÷採用
者数）で算出。 
※対象者は期間の定めのない労働契約締結を目的とするものに限
る。 

【競争倍率の実績】 

医療職：女性1.14倍 ＜ 男性1.35倍 

介護職：女性1.16倍 ＜ 男性1.31倍 

 事務職：女性2.13倍 ＜  男性4.92倍 

 

雇用管理区分ごとの女性競争倍率が男性より低い。  

② 

継
続
就
業 

男性労働者の平均継続勤務年数に対する、女性労

働者の平均継続勤務年数の割合が0.7以上 

（女性労働者の平均継続勤務年数÷男性労働者の

平均継続勤務年数≧0.7） 

※雇用管理区分ごとに算出 

※対象者は期間の定めのない労働契約を締結している労働者に限

る。 

【平均継続勤務年数の実績】 

医療職：女性5.60年、男性4.48年 

(女性)5.60／(男性)4.48＝1.25 

介護職：女性5.73年、男性5.82年 

(女性)5.73／(男性)5.82＝0.98 

 事務職：女性7.10年、男性4.05年 

(女性)7.10／（男性)4.05＝1.75 

男性の年数に対する女性の年数の割合が雇用管理区分

ごとにそれぞれ 0.7以上である。 

③ 

労
働
時
間
等
の
働
き
方 

労働者の月別平均残業時間が各月ごとに 45 時間

未満 

※平均残業時間は、法定時間外労働及び法定休日労働時間の
合計時間数の平均時間とする。 
※雇用管理区分ごとに算出 
※直近の事業年度の各月ごとの平均時間が全て平均 45 時間未
満 

【平均残業時間実績】  

(最長の時間：常勤職員)  

医療職9.8時間、介護職11.2時間、事務職24.8時間 

(最長の時間：非常勤職員)  

医療職0.9時間、介護職1.8時間、事務職0時間 

雇用管理区分ごとの月別平均残業時間の最長の時間が

45時間未満である。 

④ 

管
理
職
比
率 

管理職に占める女性労働者の割合が別に定める産

業ごとの平均値以上 

※産業ごとの平均値とは、産業大分類を基本に過去３年間の平均
値を毎年改訂。厚生労働省ホームページに掲載。 

【管理職に占める女性の割合実績】  

「医療・福祉」の平均値  43.9％ ＜ 55.６％  

平均値以上である。 

⑤ 

多
様
な
キ
ャ
リ
ア
コ
ー
ス 

直近３事業年度のうち、以下について２項目以上

(非正規社員がいる場合は必ずＡを含む)の実績を

有する 

A 女性の非正規社員から正社員への転換、又は女性の
派遣労働者の通常の労働者としての雇い入れ 

B 女性の労働者のキャリアアップに資する雇用管理区分
の転換 

C 過去に在籍した女性の正社員としての再雇用 

D おおむね30歳以上の女性の正社員としての採用 

【実績】  

Ａ２６人、Ｂなし、Ｃ７人、Ｄ ９１人 

 

3項目において実績がある。 

別添１ 



 

 
 

  

 

  岐阜県内のえるぼし認定企業一覧 

 

平成２９年１１月３０日現在 

認定年 企業名 所在地 段階 

２０１６年 

株式会社十六銀行 岐阜市 

 

３段階目  
 

たんぽぽ薬局株式会社 岐阜市 

 

３段階目  
 

株式会社中広 岐阜市 

 

２段階目  
 

２０１７年 医療法人和光会 岐阜市 

 

３段階目  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

参考 

 

 

   

１. 事業主行動計画策定指針に照らして適切

な一般事業主行動計画を定めたこと。 

２. 定めた一般事業主行動計画について、適切

に公表及び労働者の周知をしたこと。 

３. 以下の【５つの基準】のうち１つ又は２つの

基準を満たし、その実績を厚生労働省のウェ

ブサイトに毎年公表していること。 

４. 満たさない基準については、事業主行動計

画策定指針に定められた当該基準に関連

する取組を実施し、その取組の実施状況に

ついて厚生労働省のウェブサイトに公表する

とともに、２年以上連続してその実績が改善

していること。 

５. 法及び法に基づく命令その他関係法令に違

反する重大な事実がないこと。 

１～２．えるぼし１段階目認定基準１～２.

と同一。 

３.以下の【５つの基準】のうち３つ又は４つの

基準を満たし、その実績を厚生労働省のウェ

ブサイトに毎年公表していること。 

４. 満たさない基準については、事業主行動計

画策定指針に定められた当該基準に関連

する取組を実施し、その取組の実施状況に

ついて厚生労働省のウェブサイトに公表する

とともに、２年以上連続してその実績が改善

していること。 

５. えるぼし１段階目認定基準５.と同一。 

１～２．えるぼし１段階目認定基準１～２.

と同一。 

３. 以下の【５つの基準】の全てを満たし、その

実績を厚生労働省のウェブサイトに毎年公

表していること。 

４. えるぼし１段階目認定基準５.と同一。 

 

【５つの基準】 

① 採用 

男女別の採用における競争倍率（応募者数／採用者数）が同程度(※)であること 

※直近３事業年度の平均した「採用における女性の競争倍率(女性の応募者数÷女性の採用者数)」×0.8 が、直近３事業年度の平均した「採用

における男性の競争倍率（男性の応募者数÷男性の採用者数)」よりも雇用管理区分ごとにそれぞれ低いこと 

② 継続就業 

ⅰ）「女性労働者の平均継続勤務年数÷男性労働者の平均継続勤務年数」が雇用管理区分ごとにそれぞれ７割以上であること 

又は 

ⅱ）「10事業年度前及びその前後の事業年度に採用された女性労働者のうち継続して雇用されている者の割合」÷「10事業年度前及びその前後

に採用された男性労働者のうち継続して雇用されている者の割合」が雇用管理区分ごとにそれぞれ８割以上であること 

③ 労働時間等の働き方 

雇用管理区分ごとの労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時間の合計時間数の平均が、直近の事業年度の各月ごとに全て 45 時間未満

であること 

④ 管理職比率 

ⅰ）管理職に占める女性労働者の割合が別に定める産業ごとの平均値以上であること 

   （産業大分類を基本に、過去３年間の平均値を毎年改訂） 

又は 

ⅱ）『直近３事業年度の平均した「課長級より１つ下位の職階にある女性労働者のうち課長級に昇進した女性労働者の割合」』÷『直近３事業年

度の平均した「課長級より１つ下位の職階にある男性労働者のうち課長級に昇進した男性労働者の割合」』が８割以上であること 

⑤ 多彩なキャリアコース 

直近の３事業年度に､以下について大企業については２項目以上（非正社員がいる場合は必ず Aを含むこと）、中小企業については１項目以上

の実績を有すること 

A 女性の非正社員から正社員への転換 

B 女性労働者のキャリアアップに資する雇用管理区分間の転換 

C 過去に在籍した女性の正社員としての再雇用 

D おおむね30歳以上の女性の正社員としての採用 

えるぼし認定基準 

えるぼし 
１段階目 
認定基準 

えるぼし 
２段階目 
認定基準 

えるぼし 
３段階目 
認定基準 



 

たんぽぽ薬局株式会社（岐阜市） 

       

                 

業  種：小売業（調剤薬局） 

労働者数：１０７７人  

                           

●行動計画期間：平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 

  

●育児休業取得実績：男性１名（１年間）、女性１１０名が休業取得 

 

●取組のきっかけや成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●育児のための各種制度の整備や復職支援 

  ○育児休業者及び復帰者へのヒアリングを実施 

・休業中及び復帰後の不安材料を洗い出し、各部署へ情報提供 

・電話による個別相談対応を実施 

・休業中のブランクによる復帰不安が多いことから、希望者に休業中の就労を認めることとした。 

○年次有給休暇の取得促進 

・社員及び嘱託を対象に計画年休（ときめき休暇）制度を導入した。 

・入社時に５日間の年次有給休暇を付与している。 

 

●従業員（入社５年、約１年の育児休業を取得し、育児による短時間勤務制度利用中の薬剤師Ｙさん）の声 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
くるみん認定企業 

（人事労務担当者の声） 

次世代法が制定された当時、売り手市場の薬剤師の定着と優秀な人材の確保が取り組みの大きなきっか

けでした。実際、育児介護休業法を上回る制度を段階的に導入することで、育児事由による退職はほぼ無

くなり、定着率向上にも繋がりました。 

また、積極的なワークライフバランスの取り組みは、新卒、中途採用を含め、多くの女性の志望動機の

一つに挙げられています。 

育児休業も取り組む前は４人程度でしたが、取り組みを始めた平成１５年度以降年々増加し、平成２８

年度は６７人が取得しました。そして、復帰後も育児による短時間勤務等の制度を利用することで、継続

就労に繋がり、自身が持つキャリアを継続できたことは本人にとっても、会社にとっても大きな財産とな

っています。 

従業員の一人ひとりが持つ能力を十分に発揮できるよう、いかに仕事と家庭の両立ができるか、継続就

労そしてキャリアアップができるかということで今後も取り組んでまいります。 

 

子供が急病の場合に、周りの方々の理解があるため、早退や休暇をとりやすい環境です。 

・育児による短時間勤務の制度は小学校１年生の年度末まで取得できるということもあり、 

当該制度を利用する先輩社員が少なくないため、話を聞くことで参考になっています。 

・まだ利用はしていませんが、病児・病後児保育の登録はしており、実際に利用した時に 

補助をしていただけるのは、有り難いし、安心です。 

 



東清`株式会社（中津川市） 

               

業  種：清掃業 

労働者数：８２人                           

 

●行動計画期間：平成２６年８月１日～平成２８年７月３１日 

 

●育児休業取得実績：男性５名、女性１名が育児休業取得 

 

●取組のきっかけや成果 

 

  

 

●働きやすい環境づくりのための取組 

 ○年次有給休暇の取得の促進のため、土日に１～２日の休暇を加えることができる、連続休暇制度を導 

入している。 

○労使間で仕事と子育てなどについて話し合う機会を定期的に設け、従業員の声を反映させた労働環境 

の改善に努めている。 

●育児のための各種制度の整備や復職支援 

  ○育児休業、子の看護休暇、介護休暇について、１日に限り有給とする制度を導入している。 

○育児目的休暇として、配偶者の出産休暇（１日に限り有給）を導入している。 

 

●従業員の声 

  

 

 

   

 

 

サービス業である弊社は、業務に支障が出るため夏休みなど長期休暇を設定することがで

きません。従業員の心・体のリフレッシュのため、家族とのコミュニケーションの充実が

図れるよう、土日を挟んで休みが取れれば、少しでも効果が上がるのではと考えました。

また、グループで年次有給休暇取得のため話し合うことで休暇取得日数の個人差が少なく

なると思い進めました。グループで話し合うことで効果がでていると思います。 

平成26年8月下旬～平成28年４月７日まで産休・育休制度を取得し、復帰後は短時間

勤務制度を利用し、勤務しています。周りの方々の理解、そして福利厚生が充実している

おかげで、今、こうして子育てとの両立ができています。とても感謝の気持ちでいっぱい

です。   （２児の子育て中の女性従業員の声） 

出産立ち会いのために配偶者の出産休暇を取得し、また、子どもの世話のため育児休業を

取得しました。土日を挟んで連続休暇も取得したため、休みが少しでも長くなったのでよ

かったです。    （育児休業を取得した男性従業員の声） 

 

 

人事労務担当者 

土日を挟んで連続休暇を取得することは、夏休みのない弊社にとり、リフレッシュ効果も

大きいです。また、業務上においても、前もって皆で話し合い、誰がいつ連続休暇を取得

するかわかるため、業務へのリスクも少ないです。そのため、連続休暇はいい制度だと思

っています。   （連続休暇を取得した従業員の声） 



 

平和メディク株式会社（高山市） 
 

 

 

 

業  種：製造業 

労働者数：１９９人 

 

 

●行動計画期間： 

平成２７年８月１日～平成２９年８月３１日 

 

 

●育児休業取得実績： 

男性１名、女性８名が育児休業取得                

                     

 
●育児のための各種制度の整備や復職支援 

○男性従業員の育児休業の取得を促進するため、まずは管理職を中心に、男性従業員も育児休業を取

得できることを周知するための研修会を実施。また、妻が出産した従業員に対し、制度の周知を行

うことで、男性の育児休業取得者数が認定基準を上回る結果となった。 

 

○管理職からの働きかけもあり、計画期間中、男性従業員の育児休業の取得率は１４．２％、 

女性従業員の育児休業の取得率は１００％となった。 

  

 

   ●働きやすい環境づくりのための取組 

    ○年次有給休暇取得の促進に関する目標を掲げ、１人あたり年間５日間の年次有給休暇を計画的に付

与する制度の導入や、管理職を中心とした研修会の実施等の取組により、１年間の従業員一人あた

りの社員の年次有給休暇取得日数が平均１１．７６日となった。（平成２９年８月現在） 

 

 

   ●今後の取組 

○育児に関する制度の周知や、年次有給休暇の取得を促

進させる取組を継続的に行い、子育てと仕事を両立し

やすい環境づくりを推進してく。 
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くるみんで「育てる企業」 
育っています 

 

「くるみん」は、子育て支援に積極的に取り組む企業を示すマーク。 

働く人が安心して家庭をもてる社会づくりに貢献しています。 

 

くるみんで「育てる企業」 

育っています 
「くるみん」は、子育て支援に積極的に取り組む企業を示すマーク。 

              働く人が安心して家庭をもてる社会づくりに貢献しています。 

 

岐阜県内のプラチナくるみん認定企業 

医療法人和光会（岐阜市） 

岐阜県内のくるみん認定企業一覧 

平和メディク株式会社（高山市）【１回目】 

東清`株式会社（中津川市）【２回】 

たんぽぽ薬局株式会社（岐阜市）【６回】 

株式会社平成観光（多治見市）【１回】 

萩原北醫院（下呂市）【１回】 

東美濃農業協同組合（中津川市）【１回】 

株式会社中広（岐阜市）【１回】 

太平洋工業株式会社（大垣市）【３回】 

株式会社伊吹 LIXIL製作所（不破郡垂井町）【１回】 

岐阜信用金庫（岐阜市）【４回】 

株式会社市川工務店（岐阜市）【２回】 

岐阜アグリフーズ株式会社（山県市）【１回】 

ＭＭＣリョウテック株式会社（安八郡神戸町）【１回】 

株式会社ザイタック（土岐市）【２回】 

Ｃ，ＷＯＲＫ株式会社（羽島市）【１回】 

中部薬品株式会社（多治見市）【１回】 

社会医療法人蘇西厚生会（羽島郡笠松町）【４回】 

アピ株式会社（岐阜市）【１回】 

タック株式会社（大垣市）【１回】 

ＴＳＵＣＨＩＹＡ株式会社（大垣市）【１回】 

株式会社大垣共立銀行（大垣市）【４回】 

岐阜車体工業株式会社（各務原市）【１回】 

岐阜殖産株式会社（安八郡神戸町）【２回】 

株式会社トーカイ（岐阜市）【５回】 

株式会社ゼス（各務原市）【１回】 

医療法人社団白鳳会（郡上市）【１回】 

 

※平成２９年１１月現在 

各社の取組内容は、岐阜労働局ホームページで見ることができます 

http://gifu-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/ryouritu_shien/hourei_seido/jisedaihou/ichir
an.html 

 

 

株式会社ヨシダヤ（岐阜市）【１回】 

社会医療法人厚生会（美濃加茂市）【１回】 

サトウパック株式会社（美濃市）【２回】 

社会福祉法人大垣市社会福祉事業団（大垣市）【２回】 

サン工機株式会社（大垣市）【１回】 

株式会社橋本（可児市）【１回】 

社会福祉法人和光会（岐阜市）【３回】 

クラレプラスチックス株式会社（不破郡垂井町）【１回】 

高山信用金庫（高山市）【１回】 

株式会社アドバンス経営（岐阜市）【１回】 

医療法人和光会（岐阜市）【２回】 

株式会社ＳＥＩＷＡ（岐阜市）【１回】 

イビデン株式会社（大垣市）【１回】 

公益財団法人大垣市文化事業団（大垣市）【１回】 

社会福祉法人飛騨古川（飛騨市）【１回】 

ヤングビーナス薬品工業株式会社（加茂郡坂祝町）【１回】 

イビデンエンジニアリング株式会社（大垣市）【１回】 

東濃信用金庫（多治見市）【１回】 

株式会社岐阜髙島屋（岐阜市）【１回】 

株式会社サムソン（岐阜市）【１回】 

美濃工業株式会社（中津川市）【１回】 

株式会社アクトス（多治見市）【１回】 

生活協同組合コープぎふ（各務原市）【１回】 

株式会社東洋（飛騨市）【１回】 

株式会社十六銀行（岐阜市）【１回】 

株式会社バロー（多治見市）【１回】 

 

 

 

 参考 



 

 

 

 

次世代法は、企業・国・地方公共団体に次代の社会を担う子どもの健全な育成を支援するための行動計画を策

定することを求めている法律です。 

 

 

 
 

 
 

一般事業主行動計画の策定、周知・公表、届出 

改正法により法律の有効期限が平成 37年３月 31日まで 10年間延長されました。 

 従業員数 101人以上の企業においては、労働者の仕事と子育ての両立のための一般事業主行動計画を策定、周

知・公表し、都道府県労働局雇用環境・均等室に届出を行うことが義務付けられています（従業員数 100人以下

の企業は努力義務）。 

 

くるみん認定、プラチナくるみん認定 

 厚生労働大臣は、一般事業主行動計画の策定、届出を行い、一定の基準を満たした企業を「子育てサポート企

業」として認定しています。これまでの認定制度は、「くるみん認定」のみでしたが、平成 27 年４月１日から、

新たに「特例認定（プラチナくるみん認定）」が始まりました。 

 くるみん認定を受けた企業がさらに進んだ取組を行い、基準を満たすことで、「プラチナくるみん認定」を受

けることができます。 

 

認定基準が改正されました 

 平成 29 年４月１日より、子育てサポート企業を多方面より評価するため、労働時間の基準の追加や、男性育

休取得率をより高い目標とすること、「関係法令に違反する重大な事実」の範囲を拡大するなど、認定基準の改

正がされました。新しい認定基準を満たした場合、より高い基準を満たした企業として、新しいくるみんマーク

が付与されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次世代法についてのお問い合わせ先 

岐阜労働局雇用環境・均等室 〒500-8723 岐阜市金竜町５丁目 13番地 合同庁舎４階 

TEL 058-245-1550  FAX 058-245-7055   http://gifu-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/ 

 

○ 認定企業になると、くるみんマーク（特例認定はプラチナくるみんマーク）を商品、名刺、広告、
求人票などに付けることができ、企業のイメージアップな優秀な人材の確保、定着が期待できます。 

 
○ 税制優遇措置 

認定企業、特例認定企業は、行動計画に位置付けた次世代育成支援の資する建物、備品等の資産の
原価償却について、割増償却を受けることができます。 
 

○ 公共調達の加点評価 
  各府省等が総合評価落札方式又は企画競争による調達によって公共調達を実施する場合は、認定企
業、特例認定企業などを加点評価するよう、定められました。また、地方公共団体も国に準じた取組
を実施するよう努めることとされています。 

  
○ 特例認定企業は、一般事業主行動計画の策定・届出義務がなくなります。代わりに年１回以上、次
世代育成支援対策の実施状況の公表を行います。 

次世代法（次世代育成支援対策推進法）とは？ 

法律のポイント 

ポイント① 

ポイント② 

ポイント③ 

認定（特例認定）を受けるメリット 

参考 


